
後期マルクスの賃金動学

宇 仁 宏 幸

Ⅰ はじめに

最初に本論文の分析対象について述べる。賃

金に関してマルクスが検討した主題は多岐にわ

たる。『資本論』などに書かれている主題とし

ては，資本蓄積にともなう賃金の量的な変動，

時間賃金や出来高賃金といった賃金形態，賃金

水準の国際比較などがあり，明確な理論化には

至らなかった主題としては，単純・複雑，熟練・

不熟練といった労働の質的な違いによる賃金の

差異，不生産部門の賃金の規定，労働者の欲求

の発展にともなう賃金の変化などがある

（Schwarz［1978］，Negri［1979］）。本論文で

分析するのは，資本蓄積にともなう賃金の量的

な変動に関するマルクスの理論，つまり賃金の

動学についてである。この主題に関して，マル

クスの考え方は 1857 年以降経済学研究を本格

化させたことを契機に大きく変化した
1)
。それ

以前のマルクスは，多くの古典派経済学者が主

張した賃金生存費説にほぼ全面的に依拠してお

り，「絶対的窮乏化論」としてとらえられてもし

かたのない面があった
2)
。本論文でも明らかに

するように，1857 年以降においては，マルクス

は賃金生存費説から脱却していく。本論文で検

討するのは，この後期マルクスの賃金動学であ

る。

マルクスの賃金動学は，循環的変動に関する

理論と長期的趨勢に関する理論からなる。循環

論に関しては，グッドウィンによるモデル化な

どによって，その内容はすでに十分明確になっ

ているし，現代の景気循環を説明する理論とし

ても，かなりの有効性を有している。他方，後

期マルクスの賃金の趨勢論については，「相対

的窮乏化論」として解釈されることが多い

（Rosdolsky［1968］，Baumol［1983］，Lapides

［1998］）。しかし「絶対的窮乏化論」ではなく

「相対的窮乏化論」として解釈したとしても，

マルクスの賃金論の理論的有効性が高まるわけ
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１）前期マルクスと後期マルクスの賃金論の違いについては，Rosdolsky［1968］の第３部の付論が詳しい。Hol-

lander［2008］は，後期マルクスの賃金論についても，絶対的窮乏化論としてとらえている。

２）たとえば，1847 年に書かれた『共産党宣言』には次のような記述がある。「賃労働の平均価格は，賃金の最低

限，すなわち労働者を労働者として生かしておくために必要な生活手段の合計である」（MEW-4, p. 476）。「近

代の労働者は，工業の進歩とともに向上するどころか，反対に，自分自身の階級の諸条件以下にますます沈ん

でいく。労働者は受救貧民となり，この受救貧民層は人口や富の増大よりもいっそう急速に増大する」（Ibid. p.

473）。

マルクスの文献については次の略記号を使用し，引用箇所はこの原著のページ数で示す。MEW＝Marx-Engels

Werke. Institut für Marxismus-Leninismus beim ZK der SED, Diertz Verlag Berlin (大月書店版『マルクス・エ

ンゲルス全集』の原本)。MEGA＝Marx-Engels Gesamtausgabe. Herausgegeben von Institut für Marxismus-

Leninismus beim Zentralkomitee der Kommunistischen Partei der Sowjetunion und vom Institut für

Marxismus-Leninismus beim Zentralkomitee der Sozialistischen Einheitspartei Deutschlands, Diertz Verlag

Berlin (Ⅱ-1 ∼ 3 は『マルクス資本論草稿集』大月書店として邦訳されている)。訳文は邦訳を参考にしたが，

変更した箇所もある。



ではない。労働の生産力の趨勢的上昇のもとで

剰余価値率（搾取率）が趨勢的に上昇していく

というマルクスの命題は，価格タームでの労働

分配率の趨勢的低下として敷衍された上で，少

なくとも先進資本主義国ではほとんど現実的妥

当性をもたない理論であると否定的に評価され

てしまうからである。たとえば Robinson

［1942］はマルクスの賃金論に関して次のよう

に述べる。「いったんその固苦しい生存水準の

議論が放棄されれば，総生産物の労資間におけ

る分割を何が決定するか，という中心的な問題

に対して，明確な解答が与えられていない。

……実質賃金率は，階級闘争のその場その場の

情勢によって上下する。最低線は漠然と生存水

準によって画され，その上の限界は全然規定さ

れていない。ある時点における搾取率は総生産

量と実質賃金との差額によって決定される。し

かし，搾取率が労働の生産力の増加にともなっ

て増大するという臆断以外にその動向を支配す

る法則がない」。

本論文では，第Ⅱ節で簡単に循環論を説明し

た後，第Ⅲ節以下において，趨勢論を次のよう

な方法で再解釈する。まず賃金の長期的趨勢に

関するマルクスの記述を整理する。その上で，

マルクスの記述にできるだけ沿ったかたちでモ

デル化を行う。そのモデルの解析により，賃金

や剰余価値率の時間的経路を明らかにして，マ

ルクスの主張の理論的な首尾一貫性を検証す

る。

マルクスの賃金趨勢論に関するこのような検

討を通じて，本論文で明らかにするのは次のよ

うな諸点である。第１に，マルクスによれば，

労働生産性が上昇するもとで，「労働力の価格」

は「労働力の価値」から上方に趨勢的に乖離す

る。この趨勢的乖離の幅を規定する最大の要因

は，労資の力関係である。第２に，資本家と労

働者との間の所得分配率の長期的趨勢につい

て，マルクスは一貫して価値タームで論じてお

り，剰余価値率の趨勢的上昇という主張を行っ

た。価格タームでの所得分配率の長期的趨勢に

ついて，マルクスは，理論的には何も提示して

いない。第３に，マルクスの主張は，消費財の

労働生産性が上昇するもとで，実質賃金率は上

昇するが，実質賃金上昇率は労働生産性上昇率

を下回る，というものである。このような諸変

化が，剰余価値率を上昇させることは明白であ

るが，価格タームでの労働分配率の低下にはか

ならずしもつながらない。すなわち，価値ター

ムでの剰余価値率の上昇と価格タームでの労働

分配率の不変とは，両立しうることがらである。

たとえば，消費財に偏った労働生産性上昇とい

う前提条件のもとでは，価格タームでの労働分

配率が不変に維持されたとしても，剰余価値率

は上昇していく。

このように再解釈されたマルクスの賃金趨勢

論は，理論的には首尾一貫性を有している。つ

まり「搾取率が労働の生産力の増加にともなっ

て増大するという臆断」というロビンソンの批

判はあたらない。また，マルクスの賃金趨勢論

は労資の力関係が拮抗して価格タームでの労働

分配率が長期的にみればほぼ不変に維持されて

いる 20 世紀以降の資本主義の分析にも応用可

能な理論である。ただし，マルクスが採用した，

消費財に偏った労働生産性上昇という前提条件

は，すべての国，すべての時代にあてはまるわ

けではない。したがってこの前提条件は分析対

象に応じて修正する必要があるだろう。たとえ

ば，この前提条件を「投資財に偏った労働生産

性上昇」という条件に変更すると，実質賃金上

昇率は消費財の労働生産性上昇率を上回る。ま

た，この場合，剰余価値率は低下する。したがっ

て，「相対的窮乏化」は一般的妥当性をもつ命題

ではなく，労働生産性上昇率の部門間格差の有

り様に依存する。

Ⅱ 賃金の循環論

スミス，リカード，マルサスおよびミルは，
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均衡，成長および分配に関して，本質的にひと

つの動学モデルを共有していたと Samuelson

［1978］は述べ，次のような「標準的な古典派

動学モデル」を定式化した。このモデルの基軸

をなすのは４つの仮定である。第１は，資本ス

トックと労働との代替のない収穫逓減型生産関

数であり，第２は，資本蓄積率が利潤率に依存

するという投資（貯蓄）関数であり，第３は，

賃金が生存費水準を超えると人口は増加すると

いうマルサス型人口法則である。第４は，所得

分配に関する仮定であり，地代は平均生産性と

限界地の生産性との差に等しいという差額地代

論と，利潤は限界地生産性から賃金を差し引い

た残りに等しいという残余利潤論である。この

モデルを解析すると，資本ストックが増加する

と賃金率は低下することが証明できる。すなわ

ち時間の経過とともに，賃金率は単調に低下し

て最終的には生存費水準と等しくなる。また，

この最終的な到達点である「定常状態」は安定

であることも証明できる。こうして，賃金生存

費説が理論的に裏付けられる。

マルクスのモデルは，このモデルの諸仮定の

うち土地と自然資源の限界に関する仮定を緩め

たものにすぎないと，サミュエルソンは述べて

いるが，それは事実ではない。すでに Good-

win［1967］や Flaschel［1993，2009］が明らか

にしているように，マルクスは収穫逓減型生産

関数を退けただけではなく，資本ストックおよ

び人口の増加とともに賃金が低下するという古

典派の考え方にも反対したのである。『資本論』

第１巻では，今日「産業予備軍効果」や「実質

賃金フィリップスカーブ」と呼ばれる，失業率

と実質賃金上昇率との背反関係が次のように示

されている。「賃金の一般的な運動はただ産業

循環の局面変化に対応する産業予備軍の膨張と

収縮によって規制されているだけである。だか

らそれは，労働力人口の絶対数の増大によって

規定されているのではない」（p. 666）。

Goodwin［1967］が示しているように，収穫

逓減型生産関数の代わりに収穫一定型生産関数

を採用し，マルサス型人口法則の代わりに「実

質賃金フィリップスカーブ」と一定の人口成長

率を採用すると，モデルは労働分配率と雇用率

を変数とするクロス・デュアル・ダイナミクス

となる。そして，賃金の時間的経路は上記の標

準的な古典派モデルにおける単調な低下とは異

なり，賃金は循環的変動を示すようになる。マ

ルクスはこの循環的変動について次のように述

べている。

第１の局面では，「労働の価格の上昇が蓄積

の進行を妨げないのでその上昇が続く」（p.

647）。次の局面では，「労働の価格の上昇の結

果，利得の刺激が鈍くなるので，蓄積が衰える。

蓄積は減少する。しかし，その減少につれて，

その減少の原因がなくなる。……労働の価格

は，再び資本の増殖欲求に適合する水準まで下

がる」（p. 648）。

以上がマルクスの賃金循環論の概要である。

ここでは，賃金の循環的変動の中心（重心）が

長期的にみてどのように変化するかについては

まだ何も述べられていない。マルクスが重視し

た「近代工業の革命性」とは，単に，１時点に

おける規模に関する収穫一定の主張にとどまる

ものではなく，時間の経過とともに，労働生産

性が趨勢的に上昇していくことを意味する。し

たがって，上記のような賃金の循環的変動に加

えて，労働生産性が趨勢的に上昇するもとでの

賃金の趨勢的な変化を明らかにすることが，マ

ルクスにとってもうひとつの重要な課題とな

る。以下では，マルクスの賃金趨勢論を検討す

る。

Ⅲ 『賃金，価格，利潤』の賃金趨勢論

賃金の長期的趨勢に関するマルクスの理論的

分析は，主として『賃金，価格，利潤』（MEGA，

Ⅱ-4-1）と題する 1865 年の講演録と，1867 年

に初版が刊行された『資本論』第１巻第５篇∼
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第７篇（MEW-23）
3)
において，展開されてい

る。最初に，『賃金，価格，利潤』におけるマル

クスの説明をみておこう。

マルクスは議論の前提条件のひとつとして，

「労働の社会的諸力の進歩改善」（p. 409）を設

定する。これは労働生産性が時間の経過ととも

に上昇することを意味する。その具体的要因と

してマルクスが挙げているのは「大規模生産，

資本の集中と労働の結合，分業，機械，作業方

法の改良，化学の力その他の自然力の応用，通

信交通手段による時間と空間の短縮，そのほか，

科学の力で自然力を労働に奉仕させ，また労働

の社会的または協業的性質を発展させるあらゆ

る発明」（p. 409）である。時間を通じた労働生

産性上昇を，長期的趨勢に関する議論の基本的

前提として設定する点において，マルクスは第

Ⅱ節で触れた古典派経済学者と決定的に異な

る。

そして，商品の価値に関する次の命題が述べ

られる。「諸商品の価値は，その生産に用いら

れる労働時間に正比例し，使用される労働の生

産諸力に反比例する」（p. 409）。したがって，

「労働の社会的諸力の進歩改善」という長期的

趨勢の下では，諸商品の価値は低下していくこ

とになる。本論文でとくに注目するのはマルク

スの議論は複数の商品，産業部門の存在を前提

に行われている点である
4)
。賃金の長期的趨勢

をみるためにマルクスが検討したのは，全商品

の価値が同率で低下するケースではなくて，生

活必需品の価値が低下するケースと金の価値が

低下するケースである
5)
。前者のケースでは，

「労働者の生産性が上昇したために」，生活必

需品の価値が６時間から４時間に低下する。こ

れは「労働力の維持に必要な諸商品の価値」（p.

415）で定義される「労働力の価値，通俗的用語

では労働の価値」（p. 421）を低下させる。この

ケースで最初にマルクスが検討するのは名目賃

金が同率で低下する場合である。この場合「労

働者は以前と同じ量の商品が買える」，つまり

生活必需品の価格も名目賃金と同率で低下する

ために，実質賃金は以前と変わらないとマルク

スは述べる。他方，この場合，利潤は上昇する，

その結果，労働者の「相対的賃金 relative wage」

したがってまた「資本家の社会的地位と比較し

た労働者の相対的な社会的地位」は下がるとマ

ルクスは述べる（p. 422）。この「相対的賃金」

は次のような価値タームの概念である。

1861 ∼ 63 年に書かれた資本論草稿において

「相対的賃金の見解は，リカードの最大の功績

の一つである」（MEGA，Ⅱ-3-4，p. 1225）とマ

ルクスは述べている。リカードは『経済学およ

び課税の原理』において，「労働者の賃金が支出

される諸物の価値」（Ricardo［1821］，p. 19）を

「賃金の実質価値」と呼んだ。これをマルクス

は「相対的賃金」と呼ぶ。マルクスはリカード

のこの概念を高く評価し，「賃金の価値は，労働

者が受け取る生活手段の量によって評価するべ

きではなく，この生活手段に費やされる労働量

（実際には，労働日のうち労働者自身が自分の

ものとして取得するものの割合）によって，す

なわち総生産物のうちの，というよりはこの生

産物の総価値のうちの，労働者が受け取る比例

配分的取り分によって，評価すべきである」

（MEGA，Ⅱ-3-3，p. 1042）と述べている。こ

の説明にあるように相対的賃金は明らかに価値

タームの概念である。労働時間 H，名目賃金率
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３）『資本論』の初版では，第５章と第６章にあたる。

４）議論を単純化にするために，マルクスは「生活必需品」と「生活必需品以外」の２部門で論じる場合が多いが，

経済を１部門モデルとしてとらえることはしない。この点は，穀物という１商品で経済をモデル化したリカー

ドと異なる。

５）マルクスは生活必需品の価値が上昇するケースも検討しているが，これは低下するケースと比較するための思

考実験にすぎないと考えられる。



w，実質賃金率 w，消費財価格 p，消費財の価値

v2であらわすと，相対的賃金は pwH/p�v2/

wHv2である。つまり実質賃金 wHに消費財の

価値 v2を乗じた値である。労働時間１時間当

たりの相対的賃金，つまり相対的賃金率は wv2

であり，これは明らかに価値タームの労働分配

率をあらわす。また，労働時間１時間当たりの

剰余価値は 1,wv2であり，剰余価値率は

p1,wv2�/wv2，であらわされるので，相対的賃

金率が低下すると，剰余価値率は上昇する。

上記の，マルクスが検討した生活必需品の価

値が低下するケースでは，仮に実質賃金 wHが

不変にとどまるとすれば，相対的賃金 wHv2は

低下する。このケースにおいて，実質賃金すな

わち「賃金で買うことのできる諸商品の量」の

長期的趨勢に関してマルクスはどのように考え

たのか。マルクスの答えは次のようなものであ

る。

「労働の場合も，その市場価格は長い間には

その価値に一致する。……彼の労働の価値とは

彼の労働力の価値にほかならず，この彼の労働

力の価値は，彼の労働力を維持し再生産するの

に必要な生活必需品の価値によって決定され

る」（p. 426）。

結局，実質賃金は，労働力を維持し再生産す

るのに必要な生活必需品の量に等しいという主

張である。その上で，マルクスはこの量を規定

する要素として，生理的要素と歴史的ないし社

会的要素を挙げる。そして，次の２つの説明を

行う。第１に，生理的要素だけで規定される生

活必需品の量が，実質賃金の最低限界となる。

第２に，「歴史的ないし社会的要素は大きくす

ることもできれば小さくすることもできる」の

で，「労働の価値そのものは不変数ではなく可

変数である」。実質賃金および利潤率が「どの

程度のものに確定されるかは，資本と労働の絶

え間ない闘争によってはじめて決まる。……事

態は結局，闘争者たちの力の問題となる」（p.

427）。

以上みたように『賃金，価格，利潤』では，

労資の力関係を賃金の決定要因のひとつとして

位置づけたとはいえ，賃金生存費説に歴史的社

会的要素を追加し，この要素が労資の力関係に

よって変化するという一種の拡大解釈が採用さ

れている。つまり，「労働力を維持し再生産す

るのに必要な生活必需品の価値」で定義される

「労働力の価値」が実質賃金を決めるというか

たちで，賃金生存費説の基本的枠組みをマルク

スは依然として保持している。その結果，マル

クスは，労資の力関係によって「労働の価値に

入り込む歴史的または社会的な要素」の大きさ

が変動するという，かなり無理のある説明を

行った。このような見方を本論文では「広義の

生存費説」と呼ぶ。

結局，マルクスは『賃金，価格，利潤』では，

相対的賃金は趨勢的には労働の価値つまり「広

義の生存費」に等しいと考えている
6)
。そして

労資の力関係が賃金の決定要因の一つとなるこ

とを考慮した上で，マルクスは次のように相対

的賃金率の趨勢的低下，すなわち剰余価値率の

趨勢的上昇を主張している。これは後に「相対

的窮乏化論」と呼ばれる命題につながる主張で

ある。

「わたしはすでに，賃金水準のための彼らの

闘争は賃金制度全体と不可分なできごとだとい

うこと，賃上げをしようとする彼らの努力は

100 回のうち 99 回までは，所与の労働の価値を

維持しようとする努力にすぎないこと，……を

明らかにしたと思う」（p. 432）。「労働者階級は

これらの日常闘争の究極の効果を過大視しては

ならない。……下向きの運動を遅らせてはいる

が，その運動の向きを変えているのではないこ
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６）マルクスは，一般商品と同様に，労働の「市場価格」が「労働力の価値」から乖離することには触れているが，

それは景気循環にともなう局面的な乖離であり，趨勢的な乖離ではない（p. 425）。



とを……彼らは忘れてはならない」（p. 432）。

消費財の労働生産性の趨勢的上昇，すなわち

消費財の価値 v2の趨勢的低下を前提条件とし

て設定したうえで，実質賃金率 wは「広義の生

存費」に依存するものととらえるならば，相対

的賃金率 wv2が趨勢的に低下するという帰結，

つまり剰余価値率が趨勢的に上昇するという帰

結は，不自然なものではない。しかし，以下で

みるように，マルクスはこのような理論の修正，

とくに「広義の生存費説」からの脱却を『資本

論』で試みている。

Ⅳ 『資本論』第１巻の賃金趨勢論

『資本論』第１巻では，表１に示すように，「相

対的賃金」すなわちリカードのいう「賃金の実

質価値」は，「労働力の価格」という用語に変更

された。マルクスは明確に書いていないのでま

ぎらわしい表現であるが，「労働力の価格」は上

記の記号で示すと pwH/p�v2/wHv2であり，価

格タームの量ではなく，価値タームの量であ

る
7)
。したがって，「労働力の価値」と「労働力

の価格」との関係は，一般商品の価値と価格と

の関係のように，価値が「転形」して価格にな

るという関係ではない。「労働力の価値」と「労

働力の価格」とはともに価値タームの量であり，

差異があるとすれば，量的な乖離である。

労働力の価値については，『資本論』第１巻第

４章において，『賃金，価格，利潤』とほぼ同様

の定義が与えられている。すなわち，マルクス

は「労働力の価値規定は，他の諸商品の場合と

は違って，ある歴史的な精神的な要素を含んで

いる」（p. 185）と述べ，労働力の価値を広義の

生存費で規定している。

『資本論』第１巻では，上記の用語の変更に加

えて，以下に示すように「労働力の価格」の「労

働力の価値」からの趨勢的な乖離の可能性が明

示される。そして「労働力の価値」の変動と，

「労働力の価格」の変動とが切り離される。こ

の分離，つまりマルクスの賃金趨勢論が，賃金

生存費説から完全に脱却したことによって，労

資の力関係が，真の意味での実質賃金の決定要

因として浮上する。このような点を『資本論』

の記述に即して詳しくみてみよう。

『資本論』第１巻第 15 章「労働力の価格と剰

余価値との量的変動」の冒頭において，この章

の議論の前提条件として，次のような注目すべ

き命題が述べられる。「労働力の価格は，その
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７）たとえば，「労働力の価格と剰余価値との相対的な大きさは，次の３つの事情に制約されている」（MEW-23，p.

542）のような表現によって，「労働力の価値」は価値タームであることがわかる。

表１ マルクスの用語

定 義
『賃金，価格，利潤』

（MEGA，Ⅱ-4-1）

『資本論』第１巻

（MEW-23）

本論文の用語

と記号

賃金で買うことのできる諸商品の量

（MEGA，Ⅱ-4-1，p. 385）（数量ターム）
実質賃金 実質賃金

実質賃金

wH/p/wH

賃金で買うことのできる諸商品の価値

（価値ターム）
相対的賃金 労働力の価格

相対的賃金

wHv2

労働力の所持者の維持のために必要な生

活手段（歴史的，精神的要素を含む）の

価値（MEW-23，p. 185）（価値ターム）

労働力の価値，通俗

的用語では労働の価

値（p. 421）

労働力の価値 広義の生存費

肉体的に欠くことのできない生活手段の

価値（MEW-23，p. 187）（価値ターム）
労働の価値の最低限

労働力の価値の最

低限
狭義の生存費



価値よりも高くなることはあっても，その価値

よりも低くなることはけっしてないというこ

と」（p. 673）。その上で，第１節では，「労働日

の長さと労働の強度が不変で（あたえられてい

て）労働の生産力が可変である場合」における，

「労働力の価値と剰余価値の量的変動」すなわ

ち価値タームの所得分配がどのような法則に

よって規定されているかが説明される。この変

動のひとつとして次のような例が示される。

「労働の生産力が高くなったために，労働力

の価値が４シリングから３シリングに，または

必要労働時間が８時間から６時間に減少して

も，労働力の価格は３シリング８ペンスとか３

シリング６ペンスとか３シリング２ペンスとか

に下がるだけで，したがって剰余価値は３シリ

ング４ペンスとか３シリング６ペンスとか３シ

リング 10 ペンスとかまでしか上がらないとい

うこともありうるであろう。３シリングを限界

とする低落の程度は，一方の側では資本の圧力

が，他方の側では労働者の抵抗が秤の皿に投げ

込む相対的な重さによって定まるのである」
8)

（p. 545）。

これと似たようなことは『賃金，価格，利潤』

でも述べられていた。しかし，『賃金，価格，利

潤』は，労資の力関係によって「労働の価値に

入り込む歴史的または社会的な要素」の大きさ

が変動するという，かなり無理のある説明と

なっていた。『資本論』では，「労働力の価値」

の低下ほどには，「労働力の価格」は低下しない

という説明になっている。このような「労働力

の価格」の「労働力の価値」からの趨勢的乖離

の大きさを決定づける要因として，労資の力関

係が位置づけられている。この点を明示するた

めに，上記の文章に続けてマルクスは次のよう

に述べる。

「労働力の価値は一定量の生活手段の価値に

よって規定されている。労働の生産力につれて

変動するのは，この生活手段の価値であって，

その量ではない。この量そのものは，労働の生

産力が高くなれば，労働力の価格と剰余価値と

のあいだに何らかの量的変動がなくても，労働

者にとっても資本家にとっても同時に同じ割合

で増大することがありうる」（p. 545）。

「生活手段の価値」を本論文の記号であらわ

すと v2である。また「生活手段の量」は wHで

ある。マルクスが検討しているケースでは，労

働時間すなわち労働日の長さは不変なので，「生

活手段の量」の増加とは，実質賃金率 wの増加

を意味する。上記の文章でマルクスが述べてい

ることは，生活手段の価値 v2の低下率と同率

で実質賃金率 wが上昇すれば，労働力の価格

wHv2は変化しない，したがって剰余価値も変

化しないということである。この場合，剰余価

値率も不変である。そして，この場合「労働力

の価格は変わらないとはいえ，それは労働力の

価値よりも高くなっている」と述べて，労働力

の価格の，労働力の価値からの乖離の発生を明

言する。

以上みたように，『資本論』において，マルク

スは「広義の生存費」にあたる労働力の価値か

ら，労働力の価格が上方向に趨勢的に乖離する

ことを，はじめて認めた。これはマルクスの賃

金趨勢論が，賃金生存費説から完全に脱却した

ことを意味する。高須賀［1985］は，マルクス

の「競争観」の変化をたどることによって，マ

ルクスは最終的に，商品の市場価格の重心は価

値ではなく生産価格であるという理解に達した

ことを明らかにした。本論文で明らかにしたこ

とを，高須賀に模して言い換えると，マルクス

は最終的に，労働の市場価格つまり賃金の重心

は労働力の価値ではないという理解に達したの

である。
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８）労働力の価値や剰余価値は価値タームであるにもかかわらず，価値量の表現単位が，時間ではなく，貨幣となっ

ているのは，説明をわかりやすくするためであろう。



Ⅴ マルクスの賃金趨勢論における空白

部分

しかし，マルクスのこの最終的な賃金動学に

は，いくつかの理論的な空白部分が残されてい

る。以下では，この理論的な空白部分を明らか

にし，それを埋めるアイデアを提示する。

マルクスは「広義の生存費」にあたる労働力

の価値から，労働力の価格が上方向に趨勢的に

乖離することを認め，その乖離の幅については

労資の力関係がその決定要因となると述べた。

労働の生産力の上昇によって生じるいくつかの

事例のひとつとして，生活手段の価値 v2の低

下率と同率で実質賃金率 wが上昇して，労働

力の価格および剰余価値率が不変に維持される

ケースを，マルクスは挙げている。しかし，続

いてマルクスは，実質賃金率 wは上昇するが

その上昇率は，生活手段の価値 v2の低下率を

下回り，その結果，労働力の価格 wHv2が低下

し，剰余価値率が上昇するケースに言及する。

このケースでは「相対的には，すなわち剰余価

値に比べれば，労働力の価格
9)
は絶えず下がっ

ていき，したがって労働者と資本家との生活状

態の隔たりは拡大されるであろう」。

この二つのケース，つまり剰余価値率が不変

にとどまるケースと上昇するケースのうちどち

らが一般的なのかという問題に関して，マルク

スは以下のように述べて，後に「相対的窮乏化

論」を呼ばれる命題を『資本論』においても主

張した。

『資本論』第１巻第７篇「資本の蓄積過程」第

22 章において，再度，上記の実質賃金率 wの

上昇率が生活手段の価値 v2の低下率を下回る

というケースをマルクスはとりあげ，次のよう

に述べる。「労働の生産性の上昇につれて，す

でにみたように，労働者の低廉化，したがって

剰余価値率の上昇が進むのであり，実質賃金が

上がる場合にさえそうなる。労働者の実質賃金

はけっして労働の生産性に比例しては上がらな

い」（p. 631）。この場合，労働力の価格 wHv2

は趨勢的に低下する，すなわち剰余価値率は趨

勢的に上昇する。

『賃金，価格，利潤』の議論では，実質賃金率

wは広義の生存費に依存するという説を採用

していたので，剰余価値率の趨勢的な上昇は不

自然な帰結ではない。つまり実質賃金率 wは

「所与」の一定値であるととらえることができ，

消費財の価値 v2が低下すると，wv2が低下し，

剰余価値率は上昇する。しかし，『資本論』では

実際の賃金の運動の説明としては広義の生存費

説は放棄されている。したがって，もはや実質

賃金率 wは広義の生存費に依存する「所与」の

値ではない。労資の力関係に基づいて実質賃金

率 wの運動つまりその水準と変化率を説明す

る必要が生じる。マルクスはこの説明を明示的

には行っていない。上記の引用文では，この説

明なしに「労働者の実質賃金はけっして労働の

生産性に比例しては上がらない」という強い主

張がなされる。

本論文の以下の部分で検討するのは，この主

張の根拠としてどのような説明がありうるかと

いう問題である。マルクスはこの主張の根拠を

明示していないので，推測に頼るしかないが，

考えられるのは次のような根拠である。

⑴ マルクスは『資本論』第１巻第７篇「資

本の蓄積過程」においては，資本家側の圧

力に抗する労働者側の抵抗を，捨象して考

察を進めた。

⑵ マルクスは資本家側の圧力に抗する労働

者側の抵抗を考慮に入れているが，労資の

力関係において，労働者側が趨勢的に弱体

化していくととらえた。
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９）ドイツ語版では「労働力の価値」となっているが，フランス語版では「労働力の価格」に修正されているので，

ここではフランス語版に従った。前後の文脈からみても，明らかに「労働力の価格」であろう。



⑶ マルクスは資本家側の圧力も強まるが労

働者側の抵抗も強まり，労資の力関係には

大きな変化はないと想定しているが，労資

の闘争の争点は価値タームの所得分配率で

はなく，価格タームの所得分配率であると

とらえた。

本論文で採用するのは根拠⑶である。根拠⑴

は『資本論』の他の部分との首尾一貫性を欠く

し，また，労働者の抵抗がない場合，労働力の

価値はその最低限すなわち狭義の生存費まで低

下するので，実質賃金率はそもそも上昇しない

だろう。また，根拠⑵の労働者側の弱体化は，

「絶えず膨張しながら資本主義的生産過程その

ものの機構によって訓練され結合され組織され

る労働者階級の反抗もまた増大していく」（p.

791）という『資本論』第１巻第 24 章で述べら

れるマルクスの展望と整合しない。

根拠⑶を裏付ける諸事実としては次の３つが

ある。第１は，マルクスが『資本論』第１巻第

19 章で紹介している，労働の生産性の変動にと

もなう出来高賃金の改定をめぐる「資本家と労

働者とのあいだの絶え間のない闘争」の事例で

ある。この闘争の争点に関して，マルクスは，

労働者が「商品の販売価格の引き下げが対応し

ないような賃金の引き下げには反抗する」と述

べ，続いて「労働者たちは，原料の価格や製品

の価格を注意深く見守っているので，自分たち

の雇い主の利潤を精確に見積もることができる

のである」というFawcett［1865］の文章を引

用している（p. 582）。製品の価格＝製品１単位

当たり原料の価格＋出来高賃金率＋利潤コスト

である。この式の両辺に産出量を乗ずると，産

出総額＝原料総額＋賃金総額＋利潤総額 とな

る。上記の労働者の要求は，製品価格の変化率

と出来高賃金率の変化率を等しくすること，つ

まり産出総額と賃金総額の比率を不変に維持す

ることであるが，原料価格の変化率が製品価格

の変化率と等しい場合は，この要求は賃金総額

と利潤総額の比率を不変に維持することを意味

する。これは価格タームの所得分配率を不変に

維持することにほかならない。

第２に，製品価格の変化に賃金の変化を連動

させるというこの考え方は，「スライディング・

スケール制度」と呼ばれ，イギリスの仲裁や調

停において賃金決定の原理として採用されたも

のである。この制度は 1869 年に北部イングラ

ンド製鉄業調停委員会がはじめて公式に採用

し，それ以降，他の地域，他の産業に急速に普

及した（Cole［1926］，p. 140，邦訳 165 ページ）。

初期には，製品価格の変動に賃金を連動させる

という方法が採られたが，後には利潤の変動に

賃金を連動させる方法に変わった
10)
。1860 年代

のイギリス労働組合運動の指導者であったロ

バート・アップルガースやジョージ・オッジャー

は，このような仲裁制度を熱心に支持していた。

そして，かれらは国際労働者協会総評議会を通

じてマルクスと密接に接していたので，マルク

スはこのような賃金決定原理の情報を得ていた

可能性が高い（詳しくは宇仁［2010］を参照さ

れたい）。

第３に，1860 年頃を境に賃金の変動パターン

が転換した。19 世紀全体を通じて，イギリスの

製品価格は明確な上昇トレンドも下降トレンド

も示さず，循環的な上下変動だけを続けたが，

名目賃金と実質賃金には，1860 年代から明確な

上昇トレンドが現れた（Cole［1926］，pp.
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10）「この制度の前提は，製品価格の上下変動は，利潤の上下変動をもたらし，次に賃金の上下変動をもたらすとい

うことである。賃金以外の項目がコストに含まれる場合はこの前提は真実ではない。しかし，均質であり，ま

た異時点間比較を可能とする標準的性質をもつ製品が選ばれるならば，賃金調整の基礎となりうる。後に，こ

の基礎となるのは，販売価格ではなく，平均利潤に変わる。この平均利潤は，当該地域の全企業の業績から計

算された」（Amulree［1929］，p. 95）。



198-199，邦訳 表７と図表 11，MacLellan

［1973］，p. 366，邦訳 371 ページ，Brown

［1968］）。そして価格タームの労働分配率は景

気循環に応じてカウンターサイクリカルな変動

をすることはよく知られているが，その振幅は

イギリスでは 1860 年代以降，しだいに小さく

なっていった。つまり分配率はますます安定的

に推移するようになっていった（Brown

［1968］）。

このような３つの事実は，当時，価格ターム

の所得分配率が労資の闘争の争点となっていた

事実をマルクスが認識していた可能性が高いこ

とを示唆している。

Ⅵ ２商品モデルによるマルクスの賃金

趨勢論の検証

以下では，上記の「労働の生産性の上昇につ

れて，すでにみたように，労働者の低廉化，し

たがって剰余価値率の上昇が進むのであり，実

質賃金が上がる場合にさえそうなる。労働者の

実質賃金はけっして労働の生産性に比例しては

上がらない」（MEW-23，p. 631）というマルク

スの主張の妥当性を，２商品モデルを使って検

証する。

Pasinetti［1973，1981］のいう垂直的統合を

利用して，基礎商品，非基礎商品の２商品から

なる資本蓄積モデルを作ろう。第１商品が基礎

商品であり，すべての商品の生産のために必要

とされる。第２商品は非基礎商品であり，それ

自身の生産のためには必要とされるかもしれな

いが，基礎商品の生産のためには必要とされな

い。ただし，以下で展開するモデルでは，説明

を簡単化するために，第２商品は，それ自身の

生産のためにも必要とされないと仮定した
11)
。

流動資本の投入係数 AC，固定資本の投入係数

AFを次のように定義する。

AC/�
a1 a2

0 0 � AF/�
b1 b2

0 0 �
固定資本として使われる第１商品の毎年の減耗

割合を d1とすれば，毎年使い果たされる商品

の投入係数行列 Aと，固定資本と流動資本とを

合わせた資本の投入係数行列 Bは次のように

なる。

A/�
a1+d1b1 a2+d1b2

0 0 � B/�
a1+b1 a2+b2

0 0 �
また，労働投入係数つまり商品１単位を生産す

るのに直接的に必要な労働投入量を l/�l1 l2�

とすれば，パシネッティのいう「垂直的統合労

働係数」および「垂直的統合物的生産能力単位」

は次のようになる。Inは単位行列である。

v/l pIn,A�-1

/�
l1

1,a1,d1b1

l1 pa2,d1b2�

1,a1,d1b1

+l2	
H/B pIn,A�-1

/

a1+b1

1,a1,d1b1

p1,d1�pa2b1,a1b2�+a2+b2

1,a1,d1b1

0 0 �
上記の２式を次のようにあらわす。

v/�v1 v2� H/�
h1 h2

0 0 �
v1, v2はそれぞれ，各最終生産物１単位を得

るために，直接，間接的に必要とされる労働量

である。これらはパシネッティのいう「垂直的

統合労働係数」であるが，マルクスのいう「価

値」でもある。以下では，v1, v2をそれぞれ，

「投資財の価値」，「消費財の価値」と呼ぶ。

h1, h2はそれぞれ，各最終生産物１単位を得る

ために，資本ストックとして直接，間接的に必

要とされる第１商品の数量をあらわす。以下で

は，h1, h2をそれぞれ，「投資財の資本係数」，

「消費財の資本係数」と呼ぶ
12)
。

以下では第２商品だけが消費されると仮定
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11）第２商品が，それ自身の生産のために必要であると仮定した場合においても，労働分配率が 50％を超えるとき

は，以下で述べるモデルの主要な特徴はなりたつ。



し，その量をスカラー Cであらわす。また第

１商品だけが投資されるが，その量をスカラー

Iであらわす。資本ストックとして存在する第

１商品の量をスカラー Kであらわす。その稼

働率は簡単化のため 100％とする
13)
。第２商品

をニュメレールとし，第２商品で測った第１商

品の価格を pとする。第２商品で測った賃金率

と利潤率は二つの部門で均等であるとし，それ

ぞれを w, rであらわす。第２商品は消費財で

あるので，この賃金率は実質賃金率である。数

量システム，価格システムは次のようになる。

ここで，スカラー Nは労働力人口であり，スカ

ラー uは失業率である
14)
。経済全体で必要とさ

れる総労働需要量 Lは，p1,u�Nであらわされ

る。

h1I+h2C/K p1�

v1I+v2C/L/p1,u�N p2�

p/v1w+ph1r p3�

1/v2w+ph2r p4�

次に，投資行動，消費行動を定式化する。ここ

では資本家は得た利潤のすべてを投資し，労働

者は得た賃金のすべてを第２商品の消費のため

に支出すると仮定する
15)
。

rpK/pI p5�

wL/C p6�

投資消費行動をあらわす方程式は２本ある

が，最終需要の総計は所得の総計に恒等的に等

しいので，独立な方程式はそのうち１本である。

p1�∼p6�式のうち，独立な方程式は５本であ

る。また未知数は I, C, p, w, r, uの６個で

ある。連立方程式体系を完結させるためには，

あと１本の方程式が必要である。この残り１本

の方程式の定式化に関しては，利潤率か，賃金

率か，あるいは分配率の水準を何らかのかたち

で与えることが考えられる。これは価格と所得

分配の決定にかかわる制約式となる。

これに関しては，価格タームの賃金所得 wL

と利潤所得 rpKとの比率が時間を通じて一定

に維持されるという制約を採用する。これは，

先に述べたように，マルクスのいう「資本と労

働とのたえまない闘争」において「闘争者たち

の力」が拮抗している局面を想定した仮定であ

る。具体的には賃金所得の wLと利潤所得 rpK

に対する比率（以下，「賃金利潤比率」という）

を lであらわし，次のように定式化する
16)
。そ

の結果，利潤率と賃金率はともに内生変数とな

る。

wL

rpK
/l （一定） p7�

p7�式であらわされる制約式を追加すること
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12）第１商品に関する「生産の有機的構成」（Okishio［1961］，置塩［1976］）は ph1v1�/v1/h1であり，第２商品に関

する「生産の有機的構成」は ph2v1�/v2である。

13）稼働率を内生変数とし，この稼働率を決定するなんらかの行動方程式を追加することも考えられる。過剰生産

能力をもつ寡占企業が支配的となった 20 世紀以降の経済では，数量調整が作用するために，景気循環に対応し

て，稼働率は循環的に変動することは明らかである。しかし本論文で検討するのは，マルクスが分析対象とし

た 19 世紀の経済であり，しかも景気循環を捨象しても観察できるような中長期的変化であるから，稼働率は

100％で不変とみなすことは許されるだろう。

14）失業率 uは非負でなければならないが，初期時点において失業が存在すると仮定する。すなわち，経済成長が

労働力不足によって制限される状況ではないと仮定する。

15）これらの仮定は緩めることもできる。宇仁［1998］第３章にしめすモデルにおいては，利潤所得の一部が投資

され，残りは消費されると仮定される。また，賃金所得のすべてが第２商品に向かうのではなく，第１商品に

も向かう。

16）労働分配率は
l

1+l
で，資本分配率は

1

1+l
であらわされる。lが不変のとき，労働分配率，資本分配率も不変

である。



によって，６個の未知数をもち，６本の独立な

方程式からなる，完結した連立方程式体系がで

きあがる
17)
。初期時点（t/0）における資本ス

トック量 Kと v1, v2, h1, h2の値が与えられれ

ば，この連立方程式体系を解くことができ，初

期時点における各商品の産出量，雇用量，利潤

率，賃金率，相対価格などが決定する。

資本ストックの時間的変化は次の式で示され

る。

dK

dt
/I p8�

この式によって，t/1時点における資本ス

トック量が決まる。後で述べるように，技術変

化をともなうと想定しているので，時間を通じ

て，v1, v2, h1, h2の値も変化する。何らかの

方法で，t/1時点における v1, v2, h1, h2の値

が与えられれば
18)
，t/1時点における各商品の

産出量，雇用量，利潤率，賃金率，相対価格な

どが決定する。このようにして，逐次的に，各

時点における各商品の産出量，雇用量，利潤率，

賃金率，相対価格などの内生変数が決定する
19)
。

最初に，賃金率の上限を求めよう。

p3�p4�式から pを消去すると，次の式が導出で

きる。

w/
1,h1r

v2+r pv1h2,v2h1�
p9�

この式は賃金率 wを利潤率 rの関数として表

現している。グラフに書けばいわゆる賃金利潤

フロンティアとなる。
dw

dr
?0が証明できるの

でフロンティアは右下がりである。したがって

利潤率がゼロのとき，賃金率は上限値をとる。

賃金率の上限は 1/v2である
20)
。

次に賃金率を求める。

p2�式を p6�式に代入すると

w pv1I+v2C�/C p10�

p7�式に p5�p6�式を代入すると

C/lpI p11�

p11�式を p10�式に代入して整理すると，

w pv1+v2lp�/lp p12�

一方，p3�p4�式から，wを消去して整理すると，

第２商品で測った第１商品の価格 pは次のよう

にあらわされる
21)
。

p/
h1+w pv1h2,v2h1�

h2

p13�

p13�式を p12�式に代入した後，資本集約度比

m/
v2h1

v1h2

を使って整理すると，次のような賃金

率に関する二次方程式が導出できる
22)
。

v2 pm,1�w2
,p1/l,1+2m�+m/v2/0 p14�

この wに関する二次方程式の解のうち，

0?w?1/v2を満たす解は，次の通りである（導

出過程は付録に示す）。ここで，A/1/l,1で

ある。

w/
2m

v2 pA+2m+� A2
+4m/l �

p15�

この節では，所得分配率は時間を通じて不変
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17）以上の二商品モデルの基本構造は J・ロビンソンが『資本蓄積論』および『経済成長論』で展開した，いわゆる

ロビンソン・モデルと同じである。ただし，所得分配に関する仮定は根本的に異なる。

18）マルクスによれば，v1, v2, h1, h2の変化は技術的要因によってのみ決定されるのではなく，「労働者と機械と

の闘争」を介して決定される。

19）これらの内生変数の時間的経路に関する，詳しい説明は宇仁［1998］を参照されたい。多くの場合，変化率は消

費財と投資財の労働生産性上昇率の大小関係に依存する。

20）利潤率の上限は，1/h1である。

21）第１商品と第２商品の「労働価値」の比率は v1/v2であるので，価格比と「労働価値」比は次の２つの特殊なケー

スを除いて等しくない。価格比と「労働価値」比が等しくなるのは，利潤率がゼロのケースと，v1h2,v2h1/0

のケースだけである。v1h2,v2h1/0は，先に述べた「生産の有機的構成」が２つの商品について等しいことを

意味する。



であると仮定しているので，p15�式の右辺にお

いて，時間を通じて変化するのは消費財の価値

v2と資本集約度比 mである。すなわち消費財

の価値と資本集約度比の変化が，賃金率の変化

を決定するのである。

第Ⅲ節で述べたように，マルクスが考察した

のは「生活必需品の価値」が低下するケース，

本論文でいうと消費財の価値 v2が低下する

ケースである。消費財の資本係数や投資財の価

値と資本係数の変化をマルクスは特定していな

い。以下では，次のように仮定する。第１に，

消費財の価値は低下する，つまりその変化率は

負である。投資財の価値は低下することも上昇

することもありうるが，低下する場合の低下率

は消費財の低下率よりも小さい。第２に，この

２つの財の資本係数は上昇するにせよ低下する

にせよ，その変化率は等しい。つまり，v�2?0，

,v�2>,v�1および h�1/h�2を仮定する
23)
。

p15�式から，賃金率の変化率を求めると次の通

りである（導出過程は付録に示す。）。

w�/,v�2+h pv�2,v�1� p16�

hは，付録に示すように，複雑な式となるが，

0?h?1が証明できる。

したがって,v�2>w�>,v�1である。すなわち，

実質賃金上昇率 w� は，消費財の価値の低下率

,v�2つまり消費財の労働生産性上昇率を下回

る。これはマルクスの主張と一致する。

また，マルクスのいう相対的賃金率は wv2であ

るが，その変化率は次のように負となる。つま

り，相対的賃金率は，時間の経過とともに低下

する。そして相対的賃金率が低下するとき，剰

余価値率は上昇する。これもマルクスの主張と

一致する。

wv2f/w�+v�2/h pv�2,v�1�?0 p17�

結局，消費財に偏った労働生産性上昇の下では，

労資の力関係が拮抗して価格タームの労働分配

率が不変に維持されたとしても，価値タームの

相対的賃金率の低下，すなわち剰余価値率の上

昇が起きる。

以上のような帰結は，マルクスが採用した，

消費財に偏った労働生産性上昇という前提条件

に強く依存している。たとえば，この前提条件

を「投資財に偏った労働生産性上昇」という条

件に変更すると，実質賃金上昇率は消費財の労

働生産性上昇率を上回る。この場合，剰余価値

率は低下する。したがって，マルクスが主張し

た剰余価値率の趨勢的上昇つまりいわゆる「相

対的窮乏化」は一般的妥当性をもつ命題ではな

く，消費財と投資財の労働生産性上昇率の大小

関係に依存する。

消費財と投資財の労働生産性上昇率は歴史的

にどのような推移をたどってきたのだろうか。

上記のモデルでも証明できることであるが
24)
，

均等賃金率，均等利潤率のもとで，消費財の労

働生産性上昇率が投資財のそれを上回ると，消

費財で測った投資財の価格は上昇する。イギリ
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22）垂直的に統合された資本係数と労働係数との比率を本論文では「資本集約度」と呼ぶ。一般には「資本集約度」

の資本は価格で測られることが多いが，本論文では物的単位で測られることに留意されたい。mは次のように，

第１商品の資本集約度と第２商品の資本集約度との比率を表す。

m/
h1

v1
C

h2

v2

/
v2h1

v1h2

また，２つの商品について労働生産性上昇率が等しく，また資本係数変化率も等しい場合，mは時間を通じて

不変である。

23）このような仮定の下で，資本集約度比の変化率 m�/h�1,h�2+v�2,v�1は負となり，資本集約度比は時間の経過と

ともに低下する。

24）価格の変化率と労働生産性上昇率との関係に関する，詳しい証明は宇仁［1998］参照。また同書で説明されて

いるように利潤の変化率も消費財と投資財の労働生産性上昇率の大小関係に依存する。



スの 1830 ∼ 1990 年において，この相対価格の

循環的な変動はあるが趨勢的な変化は確認でき

ない。また 1990 年代には低下傾向がみられ

る
25)
。アメリカについては，この相対価格は

1929 ∼ 1960 年頃までは上昇傾向を示し，1960，

70 年代は横ばいであり，1980 年代以降は低下

傾向を示している
26)
。このようなデータに基づ

くと，アメリカの 1930，40，50 年代においては，

マルクスの前提条件通りに，消費財の労働生産

性上昇率は投資財のそれを上回っていたと推測

できる。しかし，1980 年代以降は，逆の格差が

存在したと推測できる。日本については 1950

年代末∼ 2000 年代半ばにかけて，この相対価

格は一貫して低下した
27)
。したがって，マルク

スが採用した，消費財に偏った労働生産性上昇

という前提条件は，すべての国，すべての時代

に適合するものではないと考えられる。マルク

スの賃金動学を発展させるためには，この前提

条件は，分析対象に応じて修正する必要がある

だろう。

付録

賃金率について

賃金率 wに関する二次方程式 p14�式を，賃金

率の逆数 x/1/wに関する方程式に変換する。

賃金率 wのとりうる範囲は 0?w?1/v2である

から，xのとりうる範囲は x>v2である。

pm/v2�x
2
,p1/l,1+2m�x+v2 pm,1�/0 p18�

この式の左辺を f px�とし，xy平面上に，

y/f px�を描くと，下に凸の放物線となる。

f pv2�/,v2/lとなり，負値であるので，p18�式

は，x>v2の解をひとつもち，その解は，

x/
v2 pA+2m+� A2

+4m/l �

2m
p19�

この式の逆数が，賃金率であり，p15�式に示す

通りである。

賃金率の変化率について

h�1/h�2の仮定の下では，m�/
dm

dt
�
1

m
/h�1,h�2+

v�2,v�1/v�2,v�1である。

p19�式の右辺から v2を除いたものを zであら

わすと，賃金率の変化率は次のようになる。

w�/,x�/,v�2,z�

/,v�2,
dz

dt
�
1

z
/,v�2,

dz

dm
�
dm

dt
�
1

z

/,v�2,
dz

dm
�
m

z
pv�2,v�1� p20�

zの mに関する弾力性を hであらわすと

w�/,v�2+h pv�2,v�1� p21�

h/
A� A2

+4ml+A2
+2m/l

pA+2m�� A2
+4ml+A2

+4m/l
p22�

p22�式 の 分 母 か ら 分 子 を 減 じ る と，

2m� A2
+4ml+A2

+2m/l>0となるので，分

母＞分子である。

A/1/l,1は正の場合も負の場合もあるので，

一見すると分子と分母の符号は不明であるが，

次のように，分子は正であることがわかる。

分子に，A� A2
+4ml,pA2

+2m/l�を乗じると，

�A� A2
+4ml+A2

+2m/l��A� A2
+4ml,pA2

+2m/l��

/,p2m/l�2?0 p23�

p23�式の左辺の前半式と後半式は異符号であ

る。明らかに，前半式の値は後半式の値より大
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25）1830 ∼ 1970 年のイギリスについては，Mitchell［1988］の National Accounts Table 5 と Table 6 より算出し

た，消費者支出デフレータに対する国内総固定資本形成デフレータの比率を相対価格とした。1970 ∼ 2004 年

についてはOECD, National Accounts Vol. 1, Table 1 から算出した。

26）1929 ∼ 2008 年のアメリカのについては，The U. S. Department of Commerce, Bureau of Economic Analysis,

National Income and Product Accountsにおける個人消費支出デフレータに対する非住宅民間投資デフレータ

の比率を相対価格とした。

27）内閣府『国民経済計算』の民間最終消費支出デフレータに対する国内総資本形成（民間企業設備）デフレータの

比率を相対価格とした。



きいので，前半式すなわち p22�式の分子が正，

後半式が負である。したがって，p22�式の

分母>分子>0であるので，0?h?1となる。
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